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日本曹達から日曹コンツェ lレンヘ

一一日曹コ Y ツヱノレ Y形成史 (3)一一

下 谷政弘

I 課題

E コンツェルン形成直前回日本曹達

E 戦時軽金属工業への進出

IV 日曹コンツェノレンの形成

E 課題

いわゆる「新興財閥」については，これまでに一つのイメージが作り上げら

れてきた。その最も典型的なものといえば，彼らが1930年代の日本資本主義の

軍需景気の波に乗じ急膨張を遂げた， ということである。彼らは満州事変・金

輸出再禁止以降の日本経済の様変わ旬に巧みに適応して，軍需生産を中心に急

成長したのだと。 ζの軍部・軍需依存による急成長という第ーの特徴のほかに，

新興財閥にはそれらが既成財閥と対比して一つの名称のもとに総括Lて呼ばる

べき共通の特徴があったという。たとえば， 2)技術者主導による新興重化学工

業分野への積極的進出， 3)株式所有の非封鎖性， 4)機関銀行の欠如 Fなわち外

部資本依存(証券市場あるいは特殊銀行)， 5)植民地進出， などなど。諸特徴

をとうして列挙すると「新興財閥」の或るイメージが浮かびあが 2てくる。 L

かし，近年，個々の新興財閥毎の研究が進展するにつれて，とれまで通念とさ

れてきた新興財閥のこれら諸特徴が必ずしもすべてのものに共通に該当するも

のとはいえぬこと，それぞれが個性的な形態と行動をとっていたことが次第に

明らかにされてきつつある。個別の研究が深化すればそこに一般的範晴の例外

事象が見出されてくるのはむしろ当然かも知れない。しかし I新興財閥」範
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時の場合，単に例外が見出される， といった程度のものにとどまらず，そこか

らはみ出すものが多すぎるのであるよ個々の新興財閥史研究の一層の進展と同

時に r新興財問」範鴎全体Q)見直しが要求されているように思われる九も

ち論，反面，当時 (30年代中頃〉彼らがジャ ナリ月ト達によって「新興財関」

あるいは「新興コ γ ツ ェ ル :/Jの名のもとに一括されるだけの十分な理由はあ

ったに遣いない。 Lたがって， もし最近白個別研究の深化が彼らの共通性を存

定 Lょうとするならば，当然，逆にそれでは当時の彼らが同一範隔のもとに一

括きれた理由は何であったのか，についても答える必要が生じてくるであろう。

それはとも角 r新興財閥」を一つの範鴎と確定するにはこれまでの研究は全

般に立ち遅れていると言わざるを得ず， とりわけ日中戦争(1937年)以後の実

態rついてそうであり，主作柄引の新興財閥毎についても研究進展のパラつき

が自につくのである。

ところで，新興財閥研究において限目となるべきは， 日本資本主義の重化学

工業化と彼らの関連性， とくに30年代の軍需関連産業との関連如何の解明(ま

た，そのことを通しての戦前日本資本主義の重化学工業化の性格規定〉であろ

う。何故ならば，彼らの行動と性格が既成財問のそれと裁然と区分されてきた

(したがって r新興財閥J範腐の根拠たるべき〉一つの重要な要素として，

彼らが既成財閥の間隙を縫って果敢にそれらの崖業部門へ進出したことがほと

んど通説的に挙げられてきたからである。つまり，彼らこそ，家産保全に汲々

たる既成財閥が進出を時陪したずI興重化学工業部門へ積極的に進出し，或る時

期までは先駆的に日本資本主義の重化学工業化を牽引した， しかもその事業分

野は「軍需関連部門」であり，彼らは軍部との密接な関係、を保つことによって

急膨張しえたのだと。そしてまた，先に述べた新興財閥の「共通の諾特徴」と

言われるものは，既成財閥との対比で，重化学工業進出に際しての彼ら自身の

資本構造 kの相違から説明されるのが普通だからである。つまり，重化学工業

。その場合， r新興財閥J"日産，目安，蘇，日曹，理研自己つに限定してしまうことの是非が
ら出発せねばなら阻であろう。
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分野へ未格~I~進出するには彼らは総じて資本蓄積が不十分であり有力な機関

銀 行 も 持たなかった。じたがって，時期により推移はあ るとはいえ，証券プー

ムに便乗して大量の社会的資金を動員する必要に迫られた L. また特殊銀行・

植民地銀 行 に 依 存 す る 乙とによって国家資本・軍部・植民地との密接な関係を

もたざるを得なかったのだと幻。

以上の「新興財閥」の重化学工業への進山， とくに軍需関連部門〔戦争経済〉

との 関 わり方の正確な事実解明こそ急務である。これまで余りにも一般的類推

的に言われてきた「新興財閥」のイメ ジの不正確さは，いうまでもなしそ

の 研 究 のなち遅れに上勺ている。私たちは，各個の新興財閥についての正確な

事実蓄積をもっと積み上げるべきであるし.また戦争経済と彼らとの具体的関

係についてもさらに正確を期すべきである。 30年代以降の戦前日本資本主義研

究にとって，いわばその時 代を 象徴 した とも 言う べき 新興財闘の研究はますま

す 不 可 欠となっていくであろう。そこで，この連載稿では新興財閥のうちでも

最も「新興財閥」的であった日曹コンツェノレン(その理由は次第に明らかにさ

2) 他面， r新興財閥J~軍需依存，と L 、う広〈信じられてきた一般的イメージは満州事変期

(1931-3めにはあてはまらず，この期間の新興財閥の急成長は市場的には民需依存であった

とする立松潔氏の意見がある。氏はいう。 r新興財閥傘下の重化学工業企業の発展は...・主とし

て民需を中心とする圏内市場の拡大によって支えられており， 軍需は増大しつつあったとはい

え，ま間きほど士きなものではなかったム cr新興財閥」中村政則編『戦争と国家独占資本主義』

161へ ジ.)r新興財閥は軍需に依存して急成長をとげたと一般に信じられているが，事実はむ

しろ逆であ d た。民需依存だったからこそ満州事変期の高成長が可能になったのであるJ. (r新

興財閥D破綻J~歴史公論』第8巻第3号I 1982， 117ベーシ.)しかも，民は続けて，新興財閥

が日中軸争期(193字〉になると結局は既成財閥に「圧倒」されることになーった理由として1[新

興財関白]既成財閥に対する軍需生産上の立ち遅れ」を指摘する。以上は，従来の新興財閥の一
般的イメ ジをくつがえす全〈新しい議論である。しかし，私は以下町理由によって民の意見に

は与しない。 1)まず何よりも， これまでの一般的イメーシが「類推」からなされてきたりと同

様に，民の場企も逆方向からの「類f削による結論であること。つまり，個E断興財聞と軍需産

業との具体的関連についての事例研究が全〈不足している白にかかる即断はできぬこと。単なる

生産品目のトータルな検討からだけでは無理である。 2)r軍需・民肩書J0)区分の困難性はとも

角としても， 或る製品目「軍需向庁」比率のE確性ー有意性の問題ら新興財閥はそもそも軍工

廠とは違うから(戦時期を除けば〉もとより「軍需品中心」であろう筈がない。この当たり前。

ζ とを踏まえた上での評価こそが問題i. 3)新興財閥白軍需故寄り問題は製造品目白検討ととも

に，たとえば，彼らと軍部研究所との提携・交流，監理・指定工場化.有事用の保護育成田教育

注文制など多方面から目視角が必要。また当時，彼らの産業が「時局産剰と呼ばれたことの意

味，つまり総力戦体制l構築の中での世らの担った役割と軍部の期待，などなどの検討不足。
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れるであろう)， それにもかかわらず今日まで不明確なまま放置されてきた同

曹コンツェルンに関する資料を収集分析する乙とによっ亡，従来の研究史の空

白を若干 Cも埋めることを期している。

1I コンツ'"}~ン形成置前の日本曹達

これまで私は前二稿町で日曹コンツェル

Y の「前史J， すなわも同コンツェノレンの

中核となる日本曹達株式会社の形成過程を

見て雪た。そこで，本稿以下ではいよいよ

日曹コンツェノレンそのものの形成過程を追

いながら同コ y ツェルンの実態を明らかに

していきたい。

さて， 30年代に急速に出現したい〈つか

の新興財閥は，他ならぬその「コ Y ツェノレ

γ=企業集団」とL寸資本の現象形態によ

って既成財閥コ γ ツェノレンとのアナロジー

を想起させJ 当時のジャーナリ月ト達をし

て「新興財閥」あるいは「新興コンツェノレ

γ」と呼ばしめたのであろうり。 そういう

意味では CI曹コンアェノレンの場合，第1

表に見るように1930年代主主ばのわずか数年

第 E妻 日曹コンツェルンの傘

下企業数

年 |空会社量 i 員会社書

1925 1 1 
ーーーーーー------一...・

33 1 2 

34 O 2 

35 3 5 

36 11 15 

37 14 25 

38 12 36 

39 5 40 

40 l 41 

備考 日本曹達『日本曹達株式会社慨
況』昭和10年， 12年， 14年， 15年
版， ~日曹事業概観』昭和13年，

『日曹事業概観〔稿)~昭和16年，

などをもとに作成。新規子会社数
の内には単なる社名変更したもの
は含まない。子会社の内には合併
統合されたものがある。

問での企業集団の形成，すなわち傘下企業数の増大ぶりは世人の耳目を集める

のに十分であり，まさ Lく「新興財閥」の名にふさわしかった。とくに36，37， 

3) 拙稿「大正期ソーダ業界と日本曹達の成立H経演論叢』第127巷第2・3号， 1981， i日本曹達
町工場展開」同，第130巷第l・2号， 19820 

4) ただし新興財閥の企業集団は既成財閥のそれとは遭って.いわゆる「産業コンツェルγ」であ
り，両者は重層的に把握されるべきである。日窒コンツェルンの場合については，拙著『岡本化
学工業史論11982，参照。
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3~年の 3 ク年は連年10以上の子会社が日曹の傘下に加わるという急成長ぷりで

ある。また公称資本金規模ずみても，たとえばコンツェルン化以前の33年には

日曹の資本金360万円， 2子会社の資本金日日万円の合計440万円にすぎなかった

ものが，わずか 5年後のお年末には日曹の資本金 1億 100万円，子会社36社の

資本金合計約 2億円という，まさし〈驚異的な膨張ぷりであった。他の新興財

閥と比較しても kくに異彩を放っかかる短期集中的なコ Y ツェルγ形成こそが

日曹コ γツェノレンの大きな特徴である。 しかも， 37年には同コンツェルンの

「四大支柱」といわれた四大子会社のうち日曹人絹パルプ，日曹鉱業，日曹製

鋼の 3社(もう l社は35年設立の九州曹達〕が相ついで設立されており，同年

が短命だった日曹コ γツェルンの生涯の内でも最盛期であったといえよう。

さて，日曹コンツェルンは，以上のように日中戦争勃発年 (37年〉をはさむ

わずか両三年という短期間のうちに「神風的スピ-FJ5) で形成確立されたの

であるが，何事に限らず，突然に無から有に変じたわけではない。そこで， 36 

年から始まるかかる異常な膨張期を迎える以前の日本曹達(株つの状況を見てお

くと，たとえば33年末当時では第2表のようになる。同社は，前稿で見たよう

に，昭和朗冒頭より「アルカリ展開」と「治金展開」の両者を軸に企業内部で

の工場展開を開始しており，その結果， 33年当時では 5工場のほか 2自家発電

所 5鉱山， そして 2子会社を擁する企業に発展していた心。 5工場のうち最

も古い二本木工場はアルカリ展開を中心とする同社の主力工場であり，また東

京工場は前稿でみたように「研究所的性格」をもっていた。 しかし，その他。

3工場(富山，会津，黒井)はいずれも主正して合金鉄を中心とする「治金展

開」による工場であった。同社の工場展開が(ソーダなどの「アルカリ展開」

よりむしろ) i冶金展開」を中心として行われたこと，そのことがのちの日本

曹達のコ γツェルγ形成にとって大きな契強となったことは既に前稿で指摘し

た。すなわち製鋼用合金鉄を手懸けていたことがのちの日曹コンツェノレ yの四

5) 三宅情輝『新興ヨンツェルン読本A1937， 227ベージ。
6) 33年歌頃由H本由連は職員加者，職工 1，100唱をかかえていた。 日本薗達『社業概況(昭和8

年)~ 1933， 1ベージ。
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第2表 1933年当時の日本曹達

本木工場 I 1920 I苛性 'J- ""，晒粉，硬化油，合成塩酸，液体塩素，エ

チレングりコ ル，各種ソ グ，各種塩化物，その他

造 L 富山工場 I1蜘 |金属ナトリウムs 各種合金鉄

1会津工場 I1928 I電気亜鉛，各種合金鉄，金属カドミウム，そり他

所|黒井工場 I1932 I各種合金鉄

製

東京工場 I1933 I漂白乱その他

訂面Z些Umd
鈍子岩 福島

鉱 奥 )I! 福島

唐戸屋 山形

山 船 打 1929 青森

首 守森

i |第一産業
葡萄鉱山 1933 亜鉛鉱山

備考 日本曹達『社業概況』昭和8年，ほかにより作成。

大子会社のーったる日曹製鋼の設立につながっていく L，また工場の「治金展

開」につれて原料自給策として諸鉱山が獲得され，それがのちに統合されてこ

れまた四大子会社のーったる日曹鉱業の設立の契機となったのである。他のソ

ーダ会社には見られなかったこの「冶金展開」は同社発足時の特殊事情(日本

電炉工業の併行経蛍)にも原因するが，それはまた，他のソ-，，'会社には見ら

れなかった日曽だけの特色たる自家発電所の保告ということにもよっていた。

すなわち，発電量の季節的変動を亜鉛電解・合金鉄製造などによって平準化す

る目的からも契機f;jけられたのである。第2表に見たように同社ほお年時点で

2つの自家水力発電所 (4，000KW)を所有していたロさらに34年には二木木工

場内に新たに火力発電所。，600KW) も建設されている九

7) 日盲目他ソ}ダ会社に比べての強味として，自家発電所の保有と研究陣容の整備が挙げられて

いる。たとえば， rダイヤモンド』昭和 9年2月11日号， 91ベージ， 3月1日号， 196へージ.ま
た火力発電所については昭和10年9月11日号J 104ページ， 12月11日号， 81ベージ。また『日曹社
報』館89号，昭和31年 r富強日本』昭和12年6月号， 9へージ参照。
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第3表苛性ソーダ市価の推移 単位円〈強度 lトγ 〉

1 1月 1 2月 1 3月 1 4JII 5月 1 6月 1 7月 1 8月|日月 110月|悶|ロ

1929 1剖 194 198 198 198 198 198 194 194 194 190 192 

30 187 187 187 183 18弓 U!fi 181 183 179 172 165 170 

31 172 168 163 170 165 165 161 159 150 137 137 137 

32 143 150 150 150 150 150 151 137 165 192 254 265 

33 265 260 232 216 198 221 254 243 232 254 238 238 

34 216 198 194 194 194 187 187 176 176 176 172 176 

35 176 198 194 190 173 170 154 154 154 159 161 161 

36 154 143 141 130 130 125 128 128 125 130 130 130 

37 140 170 178 198 225 210 203 205 200 200 2日。 200 

備考 『改訂増補日本曹達士業史~ 336ページ。

ところで，いうまでもなく， 32年以降の同社の業績の顕著な立ち直り(前稿

第13表参d照)は前年の満州事変・金輸出再禁止による経済界全般の景気回復が

「時局製品j たるアルカリ・冶金の両分野に好影響を与えた乙とによる。それ

を主要製品について簡単にみてお〈と，まず苛性ソーダの場合は内外需要の増

大， とりわけ人絹工業の興隆あるいはイ γフレ景気による中小化学工業の勃興

による需要急増があった。第3表は当時の苛性ソーダの市価の推移を示したも

のであ品。見られるように， 31年下期には 13日円台にまで低落していた市価は

ようや<32年下期になって金輸出再禁止の効果が現われ始め， 一時は 260円台

を突破して同社の業績好転に貢献したのである"。同社の生産量も 31年の4，448t 

からお年白 9，144t へと倍以上に急増したヘ元もかかる市仙の急騰は電解ソ

ダ工業への新規参入を呼びおこしとくにソー〆利用企業仰!のソーダ自給化

も進んだため，第4表にみ吾ように製造企業が乱立し生産過剰の懸念を生み山

した。結局，市価は日本曹達がョ yツ斗ノレン形成を始めた 36年頃には再び 120

円台にまで下落したのである1九次に晒粉の市価の推移については全需要の 7

8) 為替関係による輸入品目圧迫除去に加えて， 32年6月から苛性ソー〆自問視には3害fIT5分の付
加税が課されることになった w東洋経済新報」昭和8年叩月14日号， 19ベージ。

9) 日本曹達『三本木工場30年史〈荷)~ 1951， 130へ ジ。前稿第8表参照。以下の生産量数値も
同書カら。
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企業名
工場所在 生産能力也君?昨実生産量年産能力|需始孝生産能力|晶草生産能力閣議

保土谷曹達 神奈川 5.0∞即 2叫 |4ω0 山 3.6叩 1町 与 問

大阪曹達 福岡 8.4ω 161 12000 16 mO  30 
兵 t庫 8，400 1 311j 14，166 I 8，500 1 311 1，440 1 33 I 14，400 31 

旭 電 化 東京 15，600 17 8，436 2，000 17 3，600 31 18，000 22 
日産化学 東京 8，800 17 6，500 17，000 17 1，000 35 8，400 27 
三井鉱山 計百 岡 ワ ? 。 18 
南梅化学 和歌山 3，000 

3，741 
3，600 18 3，240 27 

高知 2，9C日 3，000 26 1，080 34 
ラザ 工業 大阪 4，200 19 2，644 9，200 19 1，200 36 5，400 34 
北海曹達 宮山 5，000 19 9，302 16，000 19 1，080 35 12，000 27 
日本曹達 新潟 18，600 20 15，000 20 7，200 28 13，400 29 

高岡 7，200 31 4，200 31 1，080 38 6，360 34 
昭和曹達 愛知 11，500 29 7，383 14，400 29 4，320 33 20，000 31 
日本 電工 福島 1，080 

1，589 
2，000 32 

35 

2，510 32 
神奈川 8，0口日 6，000 35 1，800 10，000 35 

大阪晒粉 大限 1，800 3:J 1，536 2，000 33 I，O!:!O 37 2，760 33 
旭ベYペルグ正月来 宮崎 22，800 33 15，706 20，000 33 
尾崎染料 岡山 1，000 33 555 2，000 35 1，800 33 
斉藤硫曹 犬阪 3，000 34 2，666 4，000 34 3，600 34 
東洋人 造 肥 料 兵庫 3，000 34 1，638 6，000 34 3，600 36 
鶴見曹達 神奈川 10，000 35 7，260 10，000 35 4，000 35 10，000 35 
昭和人絹 福島 10，000 36 193 10，000 35 ? 35 
日本窒素肥料 朝鮮 15，000 36 6，000 16，500 36 20，000 36 
レーョ γ 曹達 富山 7，000 36 36 
凹国国達 香川 !)，600 36 3，150 14，500 36 2，160 

33661 1 

18，000 計画ιド
鐘淵紡績 兵庫 3，600 36 i 110 6，000 36 1，440 5，000 36 

単位日中戦寺T開始前D電解ソーダ企業第 4表

『改訂増補日本曹達工業史~ 339-40ベージG 庄司務・寺田英樹『日本D曹達工業~ 24-28ヘージ。備考
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討を占めていた製紙業の好況あるいは共販会社(晒粉販売株式会社， 32年10月〉

の設立により l従来の白熱的乱売が一掃せらるふに至ったことJJl)もあってほ

ぼ苛性ソ -!f' 0)場合と同様に33，34年に市価の両騰をみているiへただ同社の

実生産量は31年の 6，781tから34年 (33年は不明)の 8，542t へと仲び方は少

ない。仲び方の大きかったものには， たとえば副産水素利用の硬化油がある

(31牛 3，069t， 34年 6，666t)，硬化油は石鹸・バターなどの原oflであるととも

仁グりセり Y用原料であり甲需方面でほ欠かすことのできないものであったu

市価は31年 9月のイギリスの金本位制l停止により「競争品たる濠州牛脂が安〈

輸入され 採算割れの安値に陥った」叫が，同年末の金輸出再禁止と日本硬

化脂同業会の結成によって多少の曲折を経つつも高位安定に向かっていたQ ま

た各種塩素製品・塩化物の製造も 34年前後から顕著に製品品目数を拡大古せて

おり，液化塩素 (31年 353t， 34年 1，249t)，合成塩酸(1，019t， 2，802 t)などの

生産量も急増した。また「塩素酸曹達，塩素酸加里は鉱山事業の勃興及び時局

に関連する火薬工業用として需要は漸増の傾向Jluにあった。さらに重要なこ

ととして軍からの要請とも絡んで塩素の有機的利用がこの頃に積極的に開始さ

れたことは既に前摘で指摘Lた通りであるlωQ

他方，合金鉄については「製鋼用として鋼管会社， 陸海軍工廠方面の需要

増J'叫があり「とりわけ製鉄，造船，機械工作の異常な躍進は満俺鉄，珪素鉄，

燐鉄， 銑鉄などに対してその前途を約束する」川。 また亜鉛につい亡は「ζれ

よ0) このニとが同社。「脱γーダ化JC後述〉に一層の拍車をかけたとも言えよう。 なお，アンモ
ユブ法ソーダ企業たる日本曹達工業 (NSK)が国産ツーダ灰の背性化を開始したのは1931年，旭
硝子は33年からで，両社の本格的生産につれて電解ソーダ企業はその「側杖を食ったム『ダイヤ
モンド』昭和9年11月21日号， 80へ ジE 昭和10年5月11日号， 109ページ，宰陪泊

11) W東洋経涜新報』昭和8年10月14日号， 19へージ。
12) 曹達晒粉同業会『改訂増補四本曹達工業史JI1938， :337ベ}ジ奉照u

13) Wタイヤそンド」昭和7年9月1日号， 51へージ。なお同，昭和5年11月21日号， 51ベージ，
昭和 7年2月1日号， 44ページ参j照。

14) 同土，昭和8年10月11日号， 86ベージ。 i[日曹製品では〕軍需関原から塩化物が良い。塩化
錫，塩素酸加里及塩素酸曹達などであるム同，昭和8年l月 l日号， 12:3ベージ。

15) 日曹D塩素の有機的利用については，大我勝弟『量蹟.!l1982，参照喝
16) Wダイヤモンド』昭和8年1月1日号， 123ページ。
17) 同上，昭和8年10月11日号， 86ページ。
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も為替関係から輸入品市価は暴騰し内地品の売れ行きは増加した。現に当社の

ま日き全能力士発揮しても尚ほ追ばPれ勝ちの活況である」山。「とくに当社り亜鉛

は電気を以て製造する所謂電気亜鉛であって其四含有量は 99.9%と云ふ優秀な

もので ことに軍需品とし℃活況を呈した」叫のである。

以上がコ y ツェルン化直前の，すなわち33，34年頃の日本曹達の主要製品の

簡単な内容である。同社は満州事変・金輸出再禁止を契機とする景気回復を全

面的に享受して急速に業績を好転させたのであり (31年下期利益金186千円利

益率19.1%，32年下期310千円， 28.6%)， とくに「時局製品」の製造と利益率

の急上昇とによって当時の経済雑誌などの注目を急速に惹雪始めるようになっ

ていた。そして， 30年代に入ってからの同社の大きな変化といえば，前 2稿を

通じて見てきたように， iアルカリ展開」では塩素の有機的利用の開始，また

他方での「冶金展開」の急速な進展による多角化によって，それまでのソーダ

(アルカリ〉を中心とした企業からの転換， すなわち主力製品たる苛性ソーダ

の比率低下というllI1.y二主化の動きにあったということができょう。たとえば，

同社の売上高総額は31年の276万円から34年には1，035万円へと急増 (3.75倍〕

したが，その内訳は， 34年当時には i[苛性ソーダおよび硬化油の]占める部

分は40%位であるが利益勘定からすると20%以下である」耐という状態から，

翌35年には「販売高中に占める割合を見ると第一は塩化物・合金鉄である。苛

性ツーダの占める割合は二割にすぎない。更に別益勘定から見ると一割前後 E

ある J2l)となり，さ GIこ ~6年には苛性ソーダの売上高比率は 1 割 5分にまで低

18) 同上，昭和8年 1月1日号.123ペジ。
19) 同上，昭和9年z月11日号， 90ベージ。なお，同祉のE鉛の生産量は35年 1，038t， 36年 1，232t， 

37年1，739t， 38年 3，341t， 39年 3，290t， 40年九239tであ勺た。 TheUnited白atesStrategic 

Bombing Survey“Coals and Metals in ]，吋師、 WarEconomy" 1947. 202 Po また.亜鉛
の園内自給串は需要増大にヮれて低下傾向く32年50%から36年39$百~)にあり増産が急がれた。
日中戦争前における用連分布は鉄板鍍金45克，真錯25%.化学工業用15%などであり，この内，
直接軍需関連をもったのは薬弗に使用される真織であった。大阪市産業部『非鉄金属の需給統
制j1938， 14へジ。

20) r ダイヤぞンド~，昭和 9年11月 25 日号， 195へ←ジ。
21l向上，昭和10年3月11日号， 75ペジ。
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下していったのである叩。かかる脱ソーダ化の現象は30年代前半に同社を取り

巻いた日本経済の急激な変化への対応の結果に他ならず， とくに「時局」への

同社の素早い適応の結呆であったということができょう。とりわけそのことは，

先述の「アルカリ展開」における副産物塩素の全面的利用に，あるいは「冶金

展開」にお日る合金鉄の比重増大に見られたのである。こうした化学企業特有

の製品転換という妙味を生かしての産業基盤の拡大は来るべきコンツ ι ノレン化

に向けての確実な布石となったことは言うまでもなし」そ Lて，ここで30年代

前半の同社の今一つの重要な変化として挙げるべきは「戦時軽金高」工業への

進出計画であった。節をあらためてそれを見ょう o

III 戦時軽金属工業への進出

ここでいう日本曹達の戦時軽金属工業とは岩瀬工場でのマグヰシウムおよび

高岡工場でのアノレミエウム製造のことである。各種の合金鉄製造を中心とする

工場の一連の冶金展開については既に前稿で述べたが，他方で中野の構想は次

第に会津工場での鉛，亜鉛，カドミウムなどの非鉄金属(これはさらに37年の

横浜工場でのニッケノレ製造へと展開する〉に続いて，上述のいわゆる「戦時軽

金属」への進出計画として描かれていったのである'"。わが国にとってこれら

軽金属の自給策が31年の満州事変，翌年の上梅事変，さらにお年の国際連盟脱

退という一連の国際緊張の中から必須とされていったことは今更いうま立もな

い。日曹がこれら軽金属の製造を開始したのはいずれも 37年のことであったが，

その工業化に向けての研究が二本木工場において着手されたのはマグネ Vウム

が32午，アルミニウムは34年からであった。以下，全〈限られた資料にすぎぬ

が順忙見ていとう。

22) 同上，昭和II年7月1日号-.99べーシ。また. w東詐経済新報」昭和II年7月11日号-， 48ベ
シ. fエコノミスト』昭和II年II月II日号.38ヘ ム昭和12年3月21日号.36ベージ害照。

23) r昭和7年あたりからは中野の考えにはっきりした動きがあらわれてきたc ・ 非鉄金属全般
にわたる広汎な製走塁計画 特に軽金属に対して深い関心を持つ」ようになった。中野友礼伝記
刊行会『宇野友礼伝j1967. 105へージ。
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1) 岩瀬工場一ーマグネシウム

第 5表は日曹り第8番目の工場たる岩瀬工場の略年表である。見られる上う

に， 日本海電気からの買電によって3日年の合金鉄製造開始とともに動き出した

同工場は，翠37午に研削材についでマグネシウムとL、う主力製品を製造開始し

軌道に乗った。次に見る高岡工場の中心製品がアノレミニウムであったように，

岩瀬工場のそれはマグネνウムであ勺た。 32年に二本木工場で細々と開始され

たマグネシウム製造計両は， 35年になると実際の電解操業 (4，0日日 A 電槽)で

の研究段階に入り 36年 9月には首尾よく実験を終了し，岩瀬工場での月産 30t

の製造工場建設に着手することになったのである問。

第5蓑岩瀬τ場の展開

1936， 4 工場建設開始 。銑鉄製造廃止

10 珪素鉄 42，10 グローム銑

37， 3 満俺鉄 12 液化炭酸ガス製造廃止

7 てッソラ γダム A (研削材〉 43， 3 炭→酸九マグネジウ移ム製設造廃止

8 金属マグネシウム 州曹達へ

カーパイド 12 導環工場建設工事

銑鉄 12 低炭素クローム鉄

日 炭酸マグネシウム 44，1 軍需工場指定(護国第1054工場〕

38 ，2 液化炭酸ガス 2 ニ→ザ東ソ北ラ振ンダムA製設造廃止
輿へ移

8 ニッソランダムc
4 合需金品鉄に指，鉄定粉さ導る環， 研削材， 軍

39， ? カ バイド製造廃止

41， 6 金→属南マグ日本ネシウム移製詞雫廃止
日化学へ

備考 太平洋金属株式会社岩瀬工場『工場四十年四あゆみI197ι より作成。

ここで当時のわが国のマグネシウム工業について簡単にふれておけば，最初

の国産マグネシウムが本格的に製造市販されたのは31年の理化学研究所く柏崎

試験工場，年産 20t能力〕の製品であった'"。それまでは全量輸入に仰がれ

ており園内需要もわずか 6，7tにすぎなかったが翌32年からは急激に増大し始

24) 一条諦吉編『アルミニウム年盈マグネ γウム総覧I1939， 1，060ページo

25) 以下は磯野勝南『本邦軽金属工業の現勢Jl1913，勝田貞次『新興産業白基礎知識(1)マグネ γ ウ
ムI193B，などによる。
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第6表金属マグネシウム自生産量 単位ト γ

企主竺」空記19331 34 1 35 1判 37138139140141

「元i理研 金 属 宇都 33 816 872 

力且 電 イヒ 尾久 11 206 439 3821 289 

高雄 35 

日 本 菅 達 岩瀬 15 88 110 110 I 39 

大 倉 鉱 業 島田 19 47 51! 48 

金日本マグネシウ属ム 輿南 31 49 2601 263 

関 東 電 イヒ 渋川l 52 781 i 792 

信 越 イヒ 学 直江津 198 2021 265 

東亜軽企属 酒田 5 171 34 

日本マグネシウム 東京 l 24: 25 

富山 O 18 

f'i 計 l2J四 勾 4ド781叫山111.686抑 212.873 

備考 『昭和産業史』第1巻.230ベージ。企業名は41年現在。旭電化は古河耳， 日本マグネシ
ウム金属は日窒系。信越化学は40年3月の信越窒棄の社名変更，理研金属については往28)
参照。

め包6〉，理研は32年10月に直江津工場 (50t能力〉を新設した。この需要急増の

背景には，当時マグヰシウムの合金用途が広〈認識され始めたこと，また「当

時軽合金と言へばアノレミニウムが一番重要視されて居たのであるが， このアル

ミニウムが (30年代前半期の〉国際間の空気険悪となるに及び輸入に円滑を欠

くやも知れぬと言ふ不安が台頭 LてJ'γに いわば 7ノレミニウムの代用品と L 亡

注目され始めたことがあった。幸いマグネシウムの原料となるずグネサイト鉱

は満州朝鮮にも見出されまた塩水からの苦汁に恵まれたこともあり，第日表に

見るように，需要の仲びを越えて理研(苦汁法〉の生産量は急増した。そのた

め既に34年頃からは輸入防過に成功したばかりか翌年からは輸出国にさえ転じ

たのである加。しかし，土うした初年代前半の需給構造はマグネシウムの戦時

軽金属左しての重要性が急増していくにつれ再び激変し加， とくに日中戦争開

26) たとえば32年 37t， 33年 119t， 34年 138t， 35年 197t， 36年 331to 前掲『本邦軽金属工業の
現勢.!l， 107へージ。

27) 前掲『新興産栄町基礎知識(1)マグ不シウム~. 125ページ。
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始後には多〈の企業の参入を見るようになったのである。日曹が生産開始した

のはその頃であった。

同社がマグネ V ウム製造へ進出することになった具体的経緯などについては

不明である。 I日本曹達株式会社は苦汁によるマグヰシウムの製造をむ毛みと

進め」削云々という叙述にもあるように何らかの理由によって秘皆裡に事が運

ばれた様子であるが詳Lくはわからない。とに角，岩瀬l場で採られた製法は

理研と同じく昔汁法であった。 i工場建設の主生産品目である金属マグネシウ

ムが愈々製造を開始したのは昭和12年 8月0 ・二本木での研究の成果をいま

こそ発揮するときが来たのである。 50に近い電解槽がずらりと並び起重機

が天井を走りロータリーョ γハーターが捻りを上げボイラーを焚く黒煙は天空

に高く乾燥塩・熔融塩従業員の士気もまた高〈 “より純度の高い製品を"を

合言葉に活動は始まった」叩。同工場の金属マグネシウムは軍需品としてお年

度には 68t， 40年度にはほぼ全量が海軍へ納入されている問。なお，岩瀬工場

での金属マグネシウムの生産は41年 6月に「原料事情，コスト面などからJ日

曹コンツェノレン子会社のーったる南日本化学 (39年 10月設立，台湾高雄)へ移

され，また炭酸マグネシウムの生産も 43年 3月に子会社の九州曹達苅田工場へ

移されている叩。

28) 輸出量は34年 4t，35年 74t，36年 237t。前掲『本邦軽金属工業の現勢~ 107へージ。 なお31
年4月に初製品を市販した理研は翌32年に理研マグネ γワム (80万円〉を設立，同社はさらに33

年10月には満銑と資本提携して日満マグネシウム (700万円〉と改称， 35年10月には宇部工場
〈生産能力叫ot， 36年 1，000t)を新設した。 日満マグネシウムは理研マグネシウム(理研法，

苦汁原料〉と満鉄〈満鉄法，マグネサイト鉱原料〉の技術交流を目指Li内地に於てはま軍研法，
満州に於ては満鉄法」による生産を計画したが， i満鉄法は未だ工業化し得る主主に至らなかった
ためJ38年6月には資本提携を中止し，満鉄の持株は理研興業に塾龍せられて理研金属となコて
いる。置付忠雄『軽金属史~ 1947， 95ベージ。

29) i金属マグネシウムの需要は共D殆んどが航空機中心であり，また軍需関揮であるため需給に

関する計数は〔昭和112年以降は一切発表を禁止されて居るので，其の後に於円る正確な計数に
就いては知るよしもないが， 支JJIl'事変以後主主の需要の飛躍閣に増大したことは察するに国から
ず，需給関係は事変前とは全〈事情を異にするものと見られるム前調『本邦軽金属事業の現勢』
108へジ。

30) 前掲『軽金属史.~ 95へージ。傍点引用者，以下同構。

31) 太平洋金属株式会社岩瀬工場『工場四十年のあゆみ~ 1976， 9ベージ。
32) 日本官逮『日曹事業旺観〈稿)001941， 270-71~ ジ。
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2) 高岡工場一一アノレミエウム

高岡工場全体の概要については前稿でもふれたからここではそのアルミニウ

ム生産について述べよう Bヘ同社が34年から二本木工場で製造研究に着手し，

37年から高岡工場で製造開始するに至る経緯は，やはり己れも当時の日本経済

の準戦・戦時体制への突進の中で説明されねばならない。すなわち，周知のよ

うに国際状勢緊迫の度を加える中でアノレミーウムは航空機製造のための不可欠

目資材産業として確立を急がれたのである。 rわが閏のアルミヱウム精錬工業

は ・その初期から軍需産業的性格を強〈付与され・ー特に早くから重化学主

業に進出して発展したL、わゆる新興コンツェノレン系の企業においては国家の軍

事的要請と密着して発展した場合が多〈・ ・わが国のアルミユウム精錬工業は

軍需的必要性から生成し軍需市場によって保護され発展したと考えることがで

きょう」加。その歴史については他にゆずることにするが， 第7表に見るよう

に，初の本格的工業化が34年の日本沃度(のちの昭和電工〉によってなされて

のもの生産量の急速な仲びは驚異的であった。アルミナ製法としてはボーキサ

イトを原料とするバイヤー法が既に世界的に確立していたがボーキサイトはわ

が国には産しない。そこで同工業の時局性に鑑み国産原料(明書草石，馨土頁岩

など〉からの7ノレミナ製造の苦闘が続けられてきたのである。同表に掲げた企

業のうち， 日曹以前に工業化を開始した企業は日本アルミニウムを除きいずれ

も国産原料を以てスタートした。

日曹も二本木工場での研究段階では諸々の国藍原料からの製造主試みている

が結局はバイヤー法採用と決まった。バイヤ一法採用に至るまでの経緯を若干

述べると以下のようになる叩。前述のように，日曹のアルミニウム研究は34'f

から開始されたが， それは全くの手探り状況からスタート1....唯一の頼りは

33) 前掲『工場四十年の歩み.!l15-16へージ。
34) 高岡工場誕生の経緯については. r日曹外史J1， 7，日本曹達『日富社報.!l116号， 12!:i号。
35) 安西正夫『アルミユウム工業論.lI1971， 187ベ}ジ。
36) 以下は，戸田忠良民の手記「日本曹達〔俳〉アルミニウムのあしあと(稿)Jおよび戸出忠良，
中尾虚民(ともに目曹oB)からの閣き取りによる。
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第 7表アルミニウムの生産量 単位トン

企業名|工場名 Ilij3~1~ 巳6 1371~巳:J胡 1 41 

昭和 電工 大 町 3，336 5，960 7，7671 9，861 

民357，叫45648378円l 1 以 前
日満アルミ ι ウム 岩 瀬 162 755 3，336 3，4971 3，536 3，837 

住友アルミニウム 新居浜 601 1，053 2，0341 3，106 10，799 

日本アルミニウム 高 雄 2，014 3，8961 7，493 12，133 

i花蓮港 139 

日 本 曹達 高 岡 743 2，064 4，192 4，915 5，425 

東北振興アルミ 郡 山 965 2，282 2，014 

日本軽金属 蒲 原 357 8，835 

新 潟 4，766 

朝鮮窒素肥料 興 南 1，155 2，503 

朝鮮理研金属|鎮南 浦 311 

合 計 叫加41 4叫 山 叫9，2昨
情考 『昭和産業史』餌1巻. 218ベーシ。イト業名は41年現在。

McGrowhill社発行“ AluminiumIndustry， Vo1. 1" という書物一冊だけで

あった， という37)。実験の手始めはまずホーノレ法〈鈴木法〕の検討から開始さ

れたが鉄分が残るなどの理由で翌年には断念されバイヤ一法に切り替えられる

ことになった。アルミナ用鉱石としては満州産禁土頁岩，ギリ "/7産・インド

産・ピンタン島産ボーキサイトなどが順次試されたが，前二者は鉱石中の

Al，03の結晶形が苛性ソーダに溶けにくいこと，インド産ボーキ+イトはチタ

ン分が多いこと，などの理由で最終的にはピンタン島産ボーキサイトを主原料

とするハイヤ一法と決定されたのである船。これを昭和電工や住友化学などが

あくまで国産原料からのアルミナ製造を追求し多年の苦難をなめたのと比較す

れば， 同曹の変わり身は素早かったというべきであろう制。もち論，後発の日

37) 操業開始後"，3E年頃jこ2週間程ノルウェ←人コンサルタントに電解作業の指導を受けたこと，
のち四日本軽金属副社長となるテーデY ンにアルミナ工場D作業指導を呈げた以外は， “Alu. 

minium Jndustry"および一般に入手できた学会情報だけで我流でやってきた，とし、う。
38) インド産ボーキサイト白抽出残置(赤出〉中には25-30克白殴化チタンが存在したため，中封

はアルミナ研究と並行してチタン製造の実験を命じ，高岡工場にはチタン工場も建設された(後
出第8表参照〉。 しかしインド産ボーキサイトの使用は中止となうたので試逼転段階で少々賞味
がかったチタンホワイトを製強Lたものの売り出すまでには至らなかった。
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曹にとってみれば，既に有望な明磐石鉱山が先発企業によっておさえられてし
w 

まっていたこと，また饗土頁岩による方法も既に日満アルミによって着手済み

であったこと，などのやむなき事情も存在した'"'。しかし，同様にまた，おそ

らくより容易なパイヤ一法採用によって後発の不利さをカヴァーすること，さ

らに，ますます緊迫化する「時局」へのより速やかな対応を迫られてのことで

もあったろう。いずれにせよ，その後35年後半にかけ中実験が繰り返され，い

よいよ36年初頭から工場建設に取り組む段取りとなったのである。

その立地については諸種の理由から高岡工場の東側敷地が選ばれた'"。高岡

工場は，前筒で見たように，既に酸・アノレカリや各種工業薬品の生産を開始し

ていたが，アノレミユウム工場が加わることによって二本木につぐ日曹第二の大

工場となった。第 B表ほ操業開始後の38年頃の同工場全体のレイアウト図であ

る。見られる土うに，高岡工場における大きな特徴はー敷地内にてアノレミナ製

造用の苛性ソーダばかりかアルミニウム製錬に必要な諸原料(電極，氷品石な

ど〉をも自給する体制をとったことである。これは他に例を見ない。

さて，当初のアノレミニウムの年産計画は 2，000t であり，アルミナ工場はい

よいよ37年 1月に，そして製錬(電解〉工場は同年 7月に直流 2万A，電解1曹

50槽でスタートした(なお，氷品石工場は36年11月，電極工場は37年 3月にス

タート〕。かつて二本木での研究段階では「電解は食塩電解槽の回路内に入れ

39) さしあたり w昭和電工五十年史dl1977. ii住友化学工業株式会社史Jl1981.拙著『日本化学
工業史論j1982， 書照。 なお， I l日曹のj製造方法は世界に於て実験許み白バイヤー法であ
る。 Lかし全然バイヤ←法其僅で吐い。操作上j 当社の考案が加へられるム一条諦吉編『ア
ルミニウム総覧年鑑〈昭和12年版)j1937， 919へージ。 iパイヤー法に則るとは言ふものム細
部の研究ば全部とれ世同社で行」なった。勝目貞次「新興産業の基礎知識 (2)アルミエウム』
1938， 194ベージ。 i初め翠土買岩による製法も考へられた日であるが， 中野氏が安全串を見
越して実験演である Jイヤ一法にしたものと王ほれてゐる」。前掲『円曹事業視観(稿)~ 23へ
ーシ。

40) 市川1胤雄「日曹fルミニウム研究の思い出」軽金属研究会『軽金属JlNo. 12， 1954， 13-1ベー
内 および「座談合 アルミナ精製のJ思レ出ーーその 1J軽金属協会『アルミニウムJlNo.528， 

1975， 14ベージ，i座談会アルミ製鎌田思い出 その 2J同.No. 535， 1975，抽ベージ，にお
ける市川発言。

41) その理由として，たとえば 1)苛性ツーダ供給の低 2)電力供給〈高岡電河〉の便.3)水運

の便， 1)広大な敷地，など巴
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第 8表 1938年の高岡工場

" 
小欠m;J1I一一ーヲ伏木i巷

N
4ー

+
i

アルミナ

1 坊

匡~Ttt~ I 

備考戸日忠良氏(日曹OB)からの聞き取り。

て貰った 2-3千A位の小型電解槽でテλ トするなど大学の卒論研究のー廻り大

きな程度のものであった」山ものがいきなり 2万Aで開始されたのである。建

物も従前の二本木にお阿る木造工場とは違って鉄骨λ レート張りとなり，電極

工場や電解工場には天井走行起重機もつくとし、った新式工場であった。電解五

場は当初一国!(多極式，幅 18m，奥行 100m，高さ 8m)であったが翌38年に

は早速2棟増設されて能力は計 6，日日Ot となり，さらに39，40年にかけて 2棟

(ゼーダベルグ式，各棟 20mxl口Omx8m) が増設され総計1万2，000t能力

を有するまでに至ったのである。それぞれの棟内には電解槽 (2mx4mx高さ

4の戸田忠良「市川きんを偲ぶ」日曹OH告『親曹』第5号. 1979。たお， 電解工場にほ当時左
しては最大といわれた l万 Ax300Vの回転式変流機2台〈多極式工場官官1棟L あるいは
5，(}OOAX660Vの水銀整疏機6台〈同，第2，3棟〉が据え什けられた。
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1 m) が， 多極式工場には5日槽ずつ，ゼーダベノレグ式工場には48槽ずつ配置さ

れた， という。

日曹のアノレミニウム工業の展開，あるいはのちの西鮮化学への進出計画と挫

折については本稿の直接の課題でないため稿を改めていずれ明らかにしたいが，

ここでは最後に軍需との関連についてー，二ふれておこう。

同社が34年からアルミニウム製造の研究を開始する際に果たし ζ軍部古〉らの

具体的な悠主主があったのかどうかはわからない。しかし，いずれにしても旺盛

な事業主主張期にあった当時の日曹にとって電気精錬を中心的フaロセ九とするア

ノレミ ι ウム工業への進出はいわば必然のコースでもあったろうし，加えて同工

業の軍需工業としての時局的緊急性は中野の決意を強〈促したことは疑いない

であろう o とはいえ，残念ながら現段階ではこのことを確認する材料はなく，

ただ，操業開始した「昭和12年末頃から陸軍航空本部名古屋監督事務所から度

々人が来たり呼ばれたり」制していることが指摘できるだけである。第9表は

39年上半期の各社の7ノレミエウム地金の純度別生産割合を示している。航空機

用ヂュラノレミ γ製造には 99.5%以上の純度が要求されたが同時期の日曹製品は

61%がそれに該当した。また第10表は40年 7-9月における同社製品の配給先

を示している。いわゆる軍需用には88%が向けられていたことがわかる。

第9表 アルミニウムの純度別生産割合 (1939年 1-5月〕 単位 M

企 業名 99.0%未満 99.0%以上 99.3%以上 99.5;百以上

昭和電工 2 4 21 73 

日満アルミ 4 22 55 19 

住友アルミ 2 3 9 85 

日本アルミ 1 99 

日本曹達 5 8 26 61 

備考商工省「軽金属関係資料」

43) 前掲，戸田「日本曹達〔株〉アルミニウムのあLあと〔稿〉ムなお， 高岡工場日アルミニウ
ム工場が正式に陸海軍の管理に入勺た時期は，陸軍の場合.39年 1月f陸軍航空本部名古屋監督
班).海軍の場合. 40年10月(大限海軍監督事務所〉からであった。前掲『日曹事業概観(稿)~
258ベージ。
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計

103 49 416 568 
F 

却白 航空木部 23 7 

軍
住友金属 244 

三菱重工
316 

18 

用 軍 需 24 

民 日産自動車 14 

日本アル
需 ミニウム 87 7 110 

板士業組合
用 大呑製鋼所 2 

備考商工者「軽金属関冊資料」

以上， 日曹の戦時軽金属工業への進出について簡単にみてきた。マグネジウ

ムにせよアノレミニウムにせよ，その先頭を切って工業化に成功したのはいずれ

も理研・昭電という新興財閥 Cあった乙とは記憶すべき Cあり，日曹あるいは

日窒もその後に果敢に続いたのである。資料の制約上やや時代は下がるが，第

11友において岨年 6月末現在の日曹の投下資本内訳を見ると，この軽金属事業

はわずか 3牛でその 2i引を占めるまでに急成長Lたことがわかる'"。また， こ

第11表 日本曹達D事業別投下資本内訳 (1940年6月末〉 単位千円，%

|固定資本|流動資本| 計 i一一
一 竺竺k竺L全額|出率|金額l比 率1…品

製 鉄 事業

化学薬品事業

軽金属事業

非鉄金属事業

そり他

36.1 

32.7 

2日O

6.6 

4.6 

43，837 42.8 

27，557 26.9 

19，710 19.3 

7，368 7.2 

3，934 3.8 

67.368 40.2 6，336人

48，855 29.2 3，406 

32，723 19.5 1，991 

11，634 6.9 878 

6，960 4.2 277 

子一日示市岡弘，406ilmoim弘11100.可 12.888

備考 日本曹達『日曹事業概観(稿)11941. 86ベージ。
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れに製鉄・非鉄金属事業を合わせると実に三分の二は広義の冶金関連事業とな

り，ソーダ会社として出発した同社が戦時経済化の進展の中で如何にその性格

を変容していったかを窺うことができょう。

IV 目曹コンツ :d¥..ンの形成

さて，第12表は1937年末現在の日曹コンツェルンの傘卜企業の一覧である。

同年末において子会社数は25社，傘下企業の名称などからも窺えるようにその

事業分野は多岐にわたり，親会社日曹 (8，口00万円〉も含めて公称資本金合計は

約 2億5，000万円にのぼる一大コ Y ツェノレγ をなすに室ったのである。 日曹ヨ

ンツェノレY の構造的特質などについての全面的な検討は次稿以下での課題であ

るが，先にもふれたように，この年に中野友礼が構想したコンツェノレンの 4大

支柱子会社が出揃っており，いよいよ岡コ γツェノレンは急激に増大した傘下企

業を事業分野毎に整備統轄して完成形態へと突き進もうとしていたのである。

すなわち， 日本曹達を中核として，その周囲に1)曹達化学工業部門一一九州菅

述， 2)滋維部門 日曹人絹バノレプ， 3)鉱業部門一一日曹鉱業， 4)製鋼部門

日曹製鋼， という布陣であった刷。いい換えればコンツェノレンの「横断的

〔外延的一一?J発展から縦断的発展へと整備統制の時期に当面」附してきた

のであり，かかる整備の必要性が云々されねばならぬほどに同コンツェル γは

短期間に傘下企業数乞急増させたのである。

ところで，これを先掲第2表で見たわずか 4年前の33年当時の姿と比べてみ

るとまさに隔世の感がある。躍進途上にあった33年当時の日曹の状況について

は既に見た通りで I要之，当社の事業は今の処どれもこれも良いJ'りといわ

れていた。しかしその反面では，同じ頃の同社は借入金〈三井信託〉を 161万

44) 製h鉄事業の比率が士きいのは39年に子会社り日曹製鋼を既収したこと旬結果である。したがう
て， ζのことを考慮に入れれば軽金属事業甲比率は更に大きなものとなる。

45) 前掲 r 日曹事業概観〈稿)~ 30-31ベージ。
46) W東洋経済新報』昭和12年4月17日号， 163ベ シ。
47) W〆イヤモンド』昭和 8年10月11日号， 86ベジ。
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第四表 1937年末の日曹ロンツェルン傘下企業

企業名zz
業

山

連

産

鉱

曹

一

萄

州

第

葡

九

業

力

券

銅

鉱

電

証

製

鳳

川

高

曹

龍

鮫

妙

日

小 国民磁

昭和内燃機

東洋商工石油

田曹火薬

台湾製塩

磐城海岸軌道

米子鉱業

日本鉱山

大日本セロファン

中南米開発

目曹人絹パノレプ

日曹鉱業

思須取炭醸

東北企業

丸三耐火煉瓦

荒川電力

日本人造石綿

日本水素工業

凱g

沿 草

25. 5第一製氷設立， 30.1第一産業と改称

50 I 07設立， 15 高田商会と提携， 33.6日曹の関係会社となる

35. 5設立， 37九州炭業，第二九曹合併， 38.日ノ出セメ2，500 

ント合併

50 I 35. 7設立

200 I 19.10設立， 35. 8日曹の関係会社となる

100 I 36. 3設立

950 I 04 広島鉱山， 05.3米子製鋼所と改称， 36. 4日曹傘下

へ， 37.4第二米子製鋼所合併. 37.11日曹製鋼と改称，

37.12大島製鋼所合併

34 I i9.3設立， 36. 日曹関係会社となる

30 ! 34.12設立， 36.8口曹傘下へ

100 I 33.6設立， 36. 9日曹関係会社となる

100 I 26.12山披火薬設立， 36.10日曹関係会社となる， 37.6 

日曹火薬と改称

250 119.7設立， 36.11日曹関係会社となる

20 I 15.6設立， 36.11日曹傘下へ

11 I 36.12設立

250 I 36.12設立

200 I 31. 6設立， 36.10第二大日本セロファンと合併， 38.4日

曹に経営委話

200 I 37目 z設立

主000I 34.7福井人絹設立，紙日本人絹紡織と改称， 37. 4日

本人網と改称， 日菅傘下ヘ， 37.3日曹人絹パルプ設立. j 

37.8日本人絹，綾羽紡績を合併

5，000 I 37. 3設立

150 I 32.12設立， 37. 4-日曹関係会社となる

(350) I 32.12設立， 37. 4日曹関係会社となる

26 I 34.10設立， 37. 4日曹傘下ヘ

104 I 28.6設立.30.9信夫電気化学を合併. 37. 6日曹傘下へ

30 I 37. 8設立

3，0∞I 37目 8設立

備考 日本曹達『日曹事業概観(稿)jその他より作成」
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円算L， i当社には今の処返済能力がない。返済を迫られれば昨年 [32年7同

様またまた未払込金徴収以外に方法がないJi[好成震にも抱らず〕増配をやら

なかったのではなく不可能の事情にあるのだ ω ・当社は比較的に金融の苦しい

状態にあるJ4S) と言われていたのであり，資本金もわずか360万円(払込217万

円一-33年 6月現在〕の，また，本社職制組織さえ不明確山なままの，コンツ

zノレンには程遠い一企業にすぎなかったという側面をももっていたのである。

当時の同社の守会社は九州曹遣が設立されるお年以前には， 25年設立の第一製

氷 (30年，第一産業と改称〉と33年に傘下に取り込んだ葡萄鉱山の 2社にすぎ

なかったυ しかも，初の「仔会社らしい仔会社J50) たる九州曹達に比べると

「とれ等ほ何れも市場性な〈第一産業ほ主 Fして日曹社員のために作られたも

のであり葡萄鉱山は規模が小さく会津工場的と云ひたいもので，九曹を以て仔

会社の第ーとするJ51)程度だったのである。

その日官がほぼ36年頃から突如としてコ Y ツェノレγ化を開始すると同時に，

第13表に見るように資本金・利益金なども急激に膨張し始めることになる。 36

年以降の同社のかかる急激な膨張戦略は，創業以来専務取締役のポ只トにあっ

た中野友礼が，同年4月，鈴木寅彦に替って社長に就任し名実ともに同社の指

導者となったことと無縁ではないだろう。たしかに日曹コンツェルン形成過程

における諸特色の内には中野友礼個人の技術的天才と経営手腕を反映するとこ

ろも多かった日〉。しかし，それ以上に，当時の「時局産業J界の活況，それに

48) rダイヤ毛ンド』昭和8年2月21目号， 63ページ。また「当社は多額の外部負債を有する会社
である 即ち8年上期末現在161万円四借入金と113万円の支払手形を有ってをる。これを見て
も当社が頗る金融に苦しい会社であることは説明を要せ胞と左官ム「東洋経曹新報』昭和8年10

月14日号， 25ベージ。また，目本工業新聞社『時代に躍る事業会社(昭附9 年版)~ 1934，41ベー
ジ参照。

49) i昭和8年，当時資本金360万円の日本曹達株式会社の本社は三菱中13号館にあり，その l階

の40坪足らず白1室が争捕室で，ここに総人員20名目社員が執務し Cいた。はっきりした職制も
なし製品を売る人達が7名，原材料を買う人達が4宅，会計出納をやる人達が4名，外に交換
手もやれば庶務・秘書・文書もやるという万能の女子2名，地下の小室の食堂に小使さん夫婦2

唱という fあいであるJo i日曹外史J2， r日曹社報.ll117号。
50) i日曹外史J5， r日曹社報J121号@
51) 前掲『日官事業概観〈稿)~ 25ページ。
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対応しえた同社の「アルカリ J r冶金」両展開を主軸とする広範な産業基盤，

そしてまた株式市場の盛況すなわち|株式ブーム」についても忘れてはならな

いのである。ここで簡単に当時の「株式ブーム」についてふれておけば，それ

は32年日月からのものと33年以降のものとに分切られる。前者は為替相場の下

落を好材料とする輸出産業株を中心とした盛況 (r輸出工業株ブ ムJ) であっ

たのに対L-， 33年から始まる後者は軍需イ γ フレの本格化に伴なう鉱業，機械，

金属，化学などを中心とする熱狂的な人気相場 (r軍需インフレ株ザームJ) で

あった日〉。この後者は，さらに第 1期 (33年下期 34年上期)，第 2期 (36年下

期-37年上期)，第 3期(日中戦争勃発時)とに分けられる5へいずれにせよ，

日本曹達がコ yツェノレン形成に向けて急膨張を遂げたのは丁度この頃の「軍需

インフレ株ブーム」期に合致していた。たとえば，同社はその「第l期株式ブ

ーム」に便乗して莫大な株式プレミアムを獲得したのである。すなわち，前掲

第13表で見たように，同社は34年上期に360万円から1，000万円へと増資したが，

増資新株12万 8千株のうち株主割当(一株につき一株〕を差し引いた 5万 6千

株中 4万株をプレミアム付で公募した結果 r新株式額面超過益金J138万 8

千円を荒稼ぎしたのであ品。これは同期の営業利益80万 7千円をはるかに越え

ていた加。このプレミアム付新株の売出価格・方法など詳品目については小明で

あるが，おそら〈新興財閥の場合に多く見られた優先募入方式であったろうと

憶測することは難くない。すなわち，予め売出最低価格を設定しておき最高額

のプレごアムを付Lた者ーから優先的に順次募入するという方式である56)。この

52) 前掲『中野瓦ネLt式Jl， 117-8ベーν参照。また，山崎一芳『謎白事莱家中野主礼J1938，松卜伝
吉『人的事業体系・化学工業J篇〈上)~ 1941.など参照。

53) 野田正穂「満州事変以後におけるわが国株式市場の構造変化についてH経済志掛，~第四巻第
2号"， 1962. 140-41ページ。

54) 樋口弘『計画経済と日本財閥~ 1941， 94-5ベージ。
55) ダイヤモンド』昭和9年8月11日号， 150ベータ。
56) r新興財閥の募集売出しは，最低額のプレミアムを決定しζの額以上により高いプレミアムを

つけた者から順次募入するという方式をとり こ申ような方法を採用したのはいうまでもな〈
最大恨のプレミアムを獲得するためで」あった。前掲，野田「満州事変以桂におけるわが国株
式市場の構古変化につい CJ154へージ。 またいJ弁鹿松『証券市場組織〈各論i)J1927， 865へー
ジ，志村嘉一『日本資本市場分析~ 1971. 135. 13!J-41ベージ参照」
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プレミアム什募集が成功裡に終ったのは，もち諭当時の日曽の将米性が高く評

価されてのことであった。凶みぱ，同社はコ y ツエノレン形成後にも子会社の株

式公開などによってプνミアム稼ぎを行なっているが，プレミアム稼ぎのため

には株価を吊りあげておく必要があり，そのためには高配当を維持Lなければ

なら f.同社は子会社の妙高証券57)などを通じて傘下子会社株の売買など盛ん

に株価操作を行った。資本蓄積に乏しく有力機関銀行を欠いていたにもかかわ

らず膨張戦略をとった日曹は特k配当・株価の維持に腐心せねばならなかった

のである。たとえば. 38年頃の経済雑誌には次のような記事が見える。 I日曹

は化学工業会社の範時を越えて株式売買をやると云はれたことは事実と見られ

る。事業会社が持株の売買利益を7テにすることは投資家から嫌厭される。日

本産業の如き持株会社すらそうした臨時利益を経営収入に加へることを問題に

されたのであるJ58)0 I妙高証券の後身たる日本鉱山の株式工作，プレミアムの

荒稼ぎ・ これについては興銀から忠告されたとも伝へられるJ5g
) など。これ

らのことについてのより詳細な検討は稿を改めて行わねばならぬが，いずれに

せよ34年のプレミアム獲得が同社にとってその始まりとなり，この莫大な臨時

利益が同社の新たな飛躍にとっての大きな源泉となったことは言うまでもなか

ったのである。

さて， 日曹コ Y ツェノレン形成過程における特色ωーっとし亡先にその短期的

集中形成のことを述べたが，他方の特色として，当時の「株式プーム」を背景

に行われた，その吸収合併戦略について述v ミておかねばならなし、。この短期的

集中形成と吸収合併戦略という日曹コンツ，，-/1，Y形成過程におけるこ大特色は，

もも論別個のものではな"0短期間での急速なコンツァノレy形成のためには，

当然予想されるととだが，既存企業の手取早い吸収合併は不可避だったのであ

る。換言すれば短期間に広範な事業分野を傘下におさめるためには既存企業を

57) I此町会社〔妙高証券〕はどちらかと云ふと中野友礼氏の個人会社と云コた方が正しい位のも
ので主として中野氏株操作の舞台だった」。前掲『日曹事業概観(稿)j26へ}ジ。

58) rダイヤそンド』昭和13年 2月21日号， 100ベージo

59) rエヨノミスト』昭和13年3月21日号.33ページ。
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買収再編する以外に途はありえなかった。前掲第12表で見たように，同コンツ

エノレンを形成する企業の多くは何bかの意味で既存企業を買収再編する ζ とに

よって成立したものであった。つまり，既存企業が丸ごと買収されて新たに日

曹傘下企業として生まれ変わったものもあれば，同表には現われ亡 ζ ないが単

にその一事業所〔工場〕と Lて組み込まれ消滅してしまった企業も多数ある。

実に日曹コ Y ツェルソとは既存企業の圧盛な買収再編によって成立したコンツ

ェノレンであるといっても決して過言ではない。 r円曹コ γ ツ晶 Yレンと平ばれる

やうになったのはせいぜい最近一両年来のことだ。その以前には日本曹達なん

て会社の存在すらも大多数の人は知らなかったことであらうと思ふ。それが魚

手でガサガサと掻き集めるやうに諸多の事業をかき集め，現在では日曹系事業

といはれるものが二十近くになった」60h そういう意味では， 日曹コンツェノレ

ンは本業から「いもづる式」に徐々に展開して成立したコンツェノレンである，

という従来からの「推測」は必ずしも正しくないこととなる。しかもその「推

測」がソーダ・化学工業中心という同社のイメージと関連してなされてきたと

すれば尚更である。たとえば，同じ化学工業を中心とした新興財閥たる日窒コ

ンツェノレ Yの場合，その中核たる日本窒素肥料の多角的展開から自生的に子会

社が生み出され，したがってその構成企業の多くが実質的には日本窒素肥料の

一工場的であったのと比べると対照的でさえある臥〉。なるほど， 日曹コンツェ

ノレンを構成する子会社の事業分野は親会社日曹のそれと種々の技術的つながり

を有するものも多く，全体として相互に有機的関連をもっていた。しかし，少

60) 岩井良太郎『戦争と財閥~ 1938， 248ベーシ。 r事業由経蛍方針を見ると次から次へと新規部
函に進出しては行〈が，併し一度も冒険を侵した事実はない。主業のアルカリ工業を初めとし
て，近〈はアムモニア曹達工業，次ではアルミニウム工業，それからステープル・ファイバー，
人絹パルプ工業等等総ては自社で危険負担をした試はない。多くは先進会社。犠牲を見定めてか
らスタ トするー 併し一度手を染めたら駆け足だJ， W東洋経許新報』昭和12午2月 6日号， 39 

ベ ジ固また「日曹が斯〈の如く短時日に弘範囲にしかも巨大資本を擁するに至ったのは・・原
材料の確保亘製品の販路確立に主眼を置いたためであるー 原材料。獲得には当事者聞に協定・
契約等の手続が採られるが， 日曹はこれを仔会社獲得に於て呆し安心したのである」。 前掲『日
曹事業既観〈稿コ.1]11-2ベージ。

61) 前掲，拙著『日本化学工業史論』参照a
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第14表 1937年以降り日本曹達の工場展開

工場名!所在|設置年月| 主要製品

1937. 3 飼料，肥料，魚油

横 神奈川 1937. 4 ニッケル粗盤

富山製鋼 富 山 1937. 5 合金鉄，高速度鋼，炭素鋼材，鋳鋼

新 発 新潟 1939. 5 合金鉄，粗鋼，高速度鋼材，電極

砂 東京 1939.10 鍛鋼，機械

備考 日本曹達『日曹事業概観』昭和13年，および「日本曹達株式会社概況」昭和
15年， より作成ら

な〈ともそれは日曹の自生的な多角化の結呆として形成されたのではなし関

連諸部門の既存企業を買収再編することによって形成されたものであったとい

うことは忘れられてはならない。

以上のことは次のことからも言える。すなわち，かかる買収戦略による子会

社展開が開始されるや，同社の膨張戦略の重点はこれまでの企業内部での工場

展開 (26年の富山工場設立以降， 37年までに10工場)から子会社展開〈前掲第

1表)へと明瞭に移行したことである。たとえば，第14表は37年以降の同社の

工場展開について見たものであるが， 37年上半期に 3工場が設置されたあとは

お年の 2工場があるのみである Q しかも新発田工場の場合， 39年 1月の日曹製

鋼の日曹本社への吸収により同社の米干・大島・尼崎などの各工場が日曹本社

の工場と Lて再編された経緯の中で新設されたも白であり，また砂町工場も大

島工場の分工場にすぎぬものであった。かくて，いわゆる日曹の自生命全「い

もつる式」展開なるものは37年ト半期までの企業内工場展開において終ってい

たと言うべきであって，同社の膨張戦略はそれとは別次元で，すなわも子会社

展開=コ Y ツェノレン形成として開始されていたのである。換言すれば，満州事

変以後の日本経済の急変革，とくに37年の日中戦争勃発前後における戦時経済

への急旋回は，同社の膨張戦略をこれまでのアルカリ・冶金展開を主軸とする

自生的な企業内工場展開という狭い枠内には到底おさめ切らず，既存企業の吸

収合併戦略によって，まさし< i神風的見ピード」で一大コンツェノレンを出現
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せしめたのである。

以上見てきたように， 日官コンツェノレン形成過程における二大特色は，その

短期的集中形成および吸収合併戦略ということであった。先にも述べたように，

この三つの特色は相互に関連するものであったが，かかる特色が生み出される

ことになった背景には，他ならぬ同コンツェノレンの形成時期が他の新興財閥の

内でも最も遅れた方に属していたということ，すなわち日中戦争勃発の年と折

しも重なり合っていた， ということ脅指摘で脅品。つま句，同コ Yツr ノレン円

形成過程は，それが膨張戦略を志向するものであった限り，当時の日本経済の

戦争経済化に深刻に巻き込まれた形でしか行われえなかったのである。個別の

新興財閥研究の進展にパラつきがある現段階では比較上のことを断言できねが，

少なくとも日曹コ y ツェノレンは，同コンツェノレ γに先立つて形成確立された新

興財閥に比べてもより多くその影響を受けて形成されたことは確かであった。

本稿作成にあたり， 日本曹達(株l，および親曹会 (OB会〕の有馬登良夫，稲葉

好造，神吉正夫，戸田忠良，中尾殴の諸氏，また故市川直雄氏夫人，市川つや氏から

貴重な御教示を賜った。記して謝したい。


